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経済財政運営と改革の基本方針 2018 について（抜粋） 

 
 

 平成30年６月15日  

閣 議 決 定 

６．地方創生の推進 

（６）沖縄の振興 

 

沖縄は、成長が著しいアジアの玄関口に位置付けられるという地

理的特性や全国一高い出生率など、大きな優位性と潜在力を有して

いる。これらを活かし、日本経済再生の牽引役となるよう、国家戦

略として沖縄振興策を総合的・積極的に推進する。 

国家戦略特区などの活用による観光客の利便性向上や、クルーズ

船の受入環境を改善する港湾整備、那覇空港の滑走路増設など、観

光産業の戦略展開や国際物流拠点の形成を進める。また、科学技

術・イノベーションの国際的拠点を目指した沖縄科学技術大学院大

学の規模拡充とともに、ＩＴやものづくりの中核を担う人材の育

成、米国の協力を得た英語教育の充実、深刻な子供の貧困への対策

などにより、沖縄における人づくり革命と生産性革命を実現する。  

米軍基地の迅速な跡地利用を推進する。西普天間住宅地区跡地に

ついては、関係府省の連携の下、琉球大学の医学部と附属病院を移

設し、沖縄の特性を踏まえた沖縄健康医療拠点の形成を進める。  

また、琉球泡盛の海外輸出プロジェクトなどを通じ、沖縄県産酒

類の振興を促進する。 

 

  


